
 

 

 
京都市防災対策推進会議要綱 

制定 平成7年5月22日 

最終改正 平成29年4月1日 

 

（設置） 

第１条 本市における防災対策の円滑かつ総合的な推進を図るとともに、本市の区域外で災害が生じた場合

における支援対策の実施について協議を行うため、京都市防災対策推進会議（以下「推進会議」という。）

を設置する。 

（組織） 

第２条 推進会議は、議長、副議長及び委員をもって組織する。 

２ 議長は、市長が指名する副市長とし、副議長は他の副市長をもって充てる。 

３ 委員は、別表第１に掲げる者をもって充てる。 

（職務等） 

第３条 推進会議の会議は、議長が必要があると認めるときに随時招集する。 

２ 議長は、会務を総理する。 

３ 副議長は、議長を補佐し、議長に事故があるときは、その職務を代理する。 

４ 議長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させることができる。 

（幹事会） 

第４条 会議に付議する事案の調整を行うため、推進会議に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、幹事長及び幹事をもって組織する。 

３ 幹事長は、行財政局防災危機管理室長をもって充て、幹事は、別表第２に掲げる者をもって充てる。 

４ 幹事会の会議は、幹事長が必要があると認めるときに随時招集する。 

５ 幹事長は、必要があると認めるときは、幹事以外の者を幹事会の会議に出席させることができる。 

（部会） 

第５条 幹事長は、専門的事項を検討させるため、必要に応じ、幹事会に部会を置くことができる。 

２ 部会に関し必要な事項は、幹事長が別に定める。 

（庶務） 

第６条 推進会議の庶務は、行財政局防災危機管理室において行う。 

（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、議長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成７年５月２２日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１２年９月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年９月１３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年６月２３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 



 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第２条関係） 

(1) 環境政策局長 

(2) 行財政局長 

(3) 行財政局防災危機管理担当局長 

(4) 総合企画局長 

(5) 文化市民局長 

(6) 産業観光局長 

(7) 保健福祉局長 

(8) 子ども若者はぐくみ局長 

(9) 都市計画局長 

(10) 建設局長 

(11) 会計管理者 

(12) 区長 

(13) 担当区長 

(14) 市会事務局長 

(15) 選挙管理委員会事務局長 

(16) 監査事務局長 

(17) 人事委員会事務局長 

(18) 消防局長 

(19) 交通局長 

(20) 上下水道局長 

(21) 教育長 

別表第２（第４条関係） 

(1) 環境政策局環境企画部長 

(2) 行財政局総務部長 

(3) 総合企画局総合政策室長 

(4) 文化市民局共同参画社会推進部長 

(5) 産業観光局産業戦略部長 

(6) 保健福祉局保健福祉部長 

(7) 子ども若者はぐくみ局はぐくみ創造推進室長 

(8) 都市計画局都市企画部長 

(9) 建設局建設企画部長 

(10) 会計室長 

(11) 地域力推進室長（各区役所） 

(12) 地域力推進室長（各支所） 

(13) 市会事務局次長 

(14) 選挙管理委員会事務局次長 

(15) 監査事務局次長 

(16) 人事委員会事務局次長 

(17) 消防局総務部長 

(18) 交通局企画総務部長 

(19) 上下水道局総務部長 

(20) 教育委員会事務局総務部長 

 
 

 


